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1. はじめに 
 近年，交通事故による死者数はピーク時と比較し，半

数以下にまで減少しているものの，負傷者数は 2004 年

に過去最高となっている．このような中，対策効果の把

握が重要視され，効果を扱った研究も行われている．し

かしながら，マクロ的な効果指標の構築に取り組んでい

る研究は多くはない． 
 以上のことから著者らは，交差点環境から事故のリス

ク値を把握するモデル 1)に注目した．そして，このモデ

ルの中でも右折直進事故に着目し，右折直進事故の対策

の効果を把握するプロトタイプモデルを構築した 2)．し

かしながら，プロトタイプモデルは右折直進事故タイプ

以外の事故タイプを扱っていないことや，対策個々の対

策費用が仮想であり，分析設定に課題が残されていた．

そこで，本研究ではプロトタイプからモデルを拡張させ，

複数の事故タイプによる分析と費用の現実化を目的とし，

モデルの精緻化を行う．さらに，そのモデルの基本的パ

フォーマンスを示す． 
 
2 交通事故対策効果分析モデルの構築 
2.1 交通事故対策効果分析モデルのフレーム 
本研究における交差点の事故発生の評価値は，コリム

らの研究 1)による事故リスク分析モデルでリスク値とし

て算出される事故発生期待値を用いる．このモデルは東

京都における四肢交差点を対象とし，事故データ及び交

差点環境の実測データを基に構築されている．事故リス

ク分析モデルの理論は，流入してきた車両が他の車両や

歩行者等によって進路を妨害され，その車両や歩行者の

回避に失敗した際に事故が生じるとしており，その発生

確率を事故発生期待値ｆとして算出するモデルである．

この期待値ｆは進路を妨害される確率 Pob，妨害を回避

できない確率 Pf，基準化交通量 q の加算から算出され

る． 
事故リスク分析モデルの Pobと Pfは交差点環境の要因

から構成されており，その環境要因の組合せにより事故

発生期待値が決まる．ここで，その環境要因を対策に置

き換えて考える．対策を行った場合，交差点に何らかの

環境変化が生じる．この変化に着目すると，対策を実施

することによる交差点環境の変化は，事故リスク分析モ

デルを構成する環境要因への変数変化をもたらす．した

がって，変化した環境要因の変数を用いることで，対策

後に予測される事故発生期待値を推定できる． 
以上の理論に基づき，算出される推定事故発生期待値

を現況からより低下させる交差点環境，つまり対策案を

探索するモデルとして，交通事故対策効果分析モデルを

構築する．モデルの構築にあたっては，多くの交差点環

境要因があることから，対策の組合せ数も膨大となる．

そのため，総当りによる探索を行うことは非効率である．

そこで，本研究では膨大な組合せ，離散型関数の探索を

得意とする遺伝的アルゴリズムを適用させ，構築する． 
2.2 モデル内の制約条件 
 インフラに関わる制約や対策案の運用性などを考慮し，

現実的な対策案を探索できるモデルとするため，本モデ

ルではインフラ制約，運用制約，対策実施の費用を用い

た予算制約の 3 項目を制約として設定する． 
1)インフラ制約：交差点付近の構造物，勾配など変更が

困難と考え，対策実施不可能な項目とする制約である． 
2)運用制約：現状の大きな変更を抑制し，±１のカテゴ

リー変更のみ行う制約である．例えば，制限速度を現況

で 60km/h の道路は 50km/h に抑制可能だが，40km/h 抑

制することは不可能となる制約である． 
3)予算制約：対策予算金額を予め定め，その予算金額内

での対策を検討する制約である． 
 
3. 仮想 4 交差点を対象とした分析 
3.1 分析対象としての 4 交差点の概要 
 分析には既存の交差点を参考に交差点 4 地点の仮想デ

ータを作成し，分析対象とする． 
A)商業施設が隣接した交差点環境：第 4 種第 1 級を想

定した環境である．横断道路，縦断道路の車線数は共に

片側 2 車線道路とし，制限速度は縦断道路が 50km/h，
横断道路が 60km/h である．また，信号制御は四現示制

御が設置されている． 
B)歩道橋が設置された交差点環境：縦断道路を第 4 種第

3 級の道路，横断道路を第 4 種第 2 級と想定した設定で

ある．縦断道路は片側 1 車線，40km/h の制限速度，横

断道路は片側 2 車線，60km/h の制限速度である．また，

信号制御は二現示制御が設置されている． 
C)中央分離帯が設置された交差点環境：第 4 種第 2 級の

道路を想定した設定である．横断道路，縦断道路の車線

数は片側 2 車線道路，制限速度は，50km/h である．信

号制御は四現示制御が設置されている． 
D)住宅地の交差点環境：縦断道路を第 4 種第 3 級(市町

村道)の道路，横断道路を第 4 種第 3 級(都道府県道)の道

路と想定した環境である．横断道路，縦断道路の車線数，

制限速度は共に片側 1 車線道路，30km/h である．また，
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信号制御はなく，一時停止のみが設置されている． 
以上の設定した分析対象，4 交差点毎の平均事故発生

期待値は，全体では AG1 の期待値が高く，AG3 が低い．

AG3 の期待値は，比較的大きな交差点である A，C に

おいては進行方向別にレーンが設けてあること，コンパ

クトな B，D は 1 車線であることから巻き込みが起きに

くくなる環境などによって抑制されていると考えられる． 
3.2 対策案の評価に用いる目的関数と分析方法 
 事故タイプ 3 種類，AG1，2，3 の事故発生期待値の

平均値を目的関数として事故対策効果分析モデルに用い，

この値がより低い対策案の探索を行う．この目的関数は，

最初に交差点環境データを各流入部，AG1，2，3 毎に

事故発生期待値を算出する．更に，4 交差点，16 流入部

の事故タイプ 3 種類の事故発生期待値の和を 48(16 流入

部×3 タイプ)で除すことにより平均事故発生期待値 F
を求め(式-1)，ネットワーク全体を評価する指標である． 
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 上記した制約条件を満たしつつ，最も平均事故発生期

待値 F の低い組合せを効率的対策案とする．基本的パ

フォーマンスは，二種類の制約を設定し，予算を増額さ

せながらの分析結果から示す．1 つ目の制約は 2.2 にて

設定したインフラ制約のみをもった制約Ⅰ型，2 つ目の

制約はインフラ制約と運用制約を組み合わせた制約Ⅱ型

である．制約Ⅰ，Ⅱ型共に，予算制約を推移させながら

分析を行った． 
 
4. 交通事故対策効果分析モデルを用いた分析結果 
4.1 予算制約に伴う効果の変化 

予算制約推移させながら，分析した平均事故発生期待

値の推移を示す(図-1)． 

 制約Ⅰ，Ⅱ型共に予算制約により，対策効果の階層が

顕著に現れている．三段階に推移しており，期待値は両

制約共に予算をかけるほど効果が顕著に向上することが

わかる．これは予算が多いほど，実施可能な対策項目が

増え，対策の効果も上昇すると考えられる．また，制約

Ⅰ型と比較し，予算制約の厳しい段階で横ばいとなり，

効果が早期に収束した．これは，制約Ⅱ型に含まれる運

用制約によって，各対策で行えるカテゴリーが限られて

いるためであると考えられる． 
4.2 対策内容の特徴と他対策案との比較 
分析結果における対策内容に注目し，前節において示

した三段階別に対策案の概要を以下にまとめる． 

1)制約Ⅰ型：対策予算制約が厳しい段階では，信号制御

の変更，制限速度の変更などの比較的対策単価の低い対

策を中心に扱った案となっている．また，若干予算を増

加させた段階においては前段階での対策に中央分離帯や

進入レーン増設といった対策を加えた内容である．さら

に予算を増加させた段階では，道路幅員の拡幅や右折レ

ーンの設置など用地を新たに必要とする費用の高い対策

も加えた内容となっている． 
2)制約Ⅱ型：対策内容は制約Ⅰ型と同様の傾向が伺える．

対策予算制約が厳しい段階では，信号制御の変更，制限

速度の変更などの比較的新たな用地を必要としない対策

単価の低い対策を中心に扱った案となっている．次の段

階においては前段階での対策にフェンスや視距障害とい

った対策を加えた内容である．さらに予算を増加させた

段階では道路幅員の拡幅を含めた内容となった． 
4.3 現況と対策実施後の推定事故発生期待値の比較 
 今回の分析において，最も制約の厳しい制約Ⅱ型，予

算制約が最も厳しい下での結果を取り上げ，現況との比

較を行う(図-2)． 

 

分析結果より，AG1 が最も顕著に効果が現れている

ことがわかる．分析に用いた目的関数は，より期待値の

高い事故タイプに対して，集中的に対策を施す内容であ

るほど，効果が現れる特性を持っている．したがって，

現況の段階で最も事故発生期待値が高い AG1 の期待値

を低くする結果となった．しかし，主に AG1 への対策

内容であるものの，他の事故タイプにおいても，効果は

現れている． 
 
5. まとめ 
本研究では，既存プロトタイプモデルから複数の事故

タイプを扱った効果分析の拡張や，分析内容の精緻化を

行った．また，仮想交差点を対象に事故対策効果分析モ

デルを適用し，その基本的パフォーマンスを段階的に示

した． 
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図-1 予算制約の緩和と対策効果の推移
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図-2 事前事後の平均事故発生期待値の比較
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